
2026年 建設事業外部評価委員会 説明資料

灘中央地区密集市街地総合防災事業

都市局 まち再生推進課
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事業概要

◇事 業 名 密集市街地総合防災事業

◇事業目的 市街地の防災性能の向上を図るとともに、土地の有効
利用・高度利用に配慮しつつ、住環境の改善と良好な
住宅の供給を図り、安全・安心・快適な市街地の形成
をめざす。

◇事業地区 灘中央地区

◇事業期間 2016年度〜2025年度

◇事業主体 水道筋地域まちなか再生協議会
（密集市街地総合防災協議会）

構成団体：兵庫県、神⼾市、商店街協同組合、
市場協同組合等
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１．密集市街地の再生について（上位計画における位置づけ）

2020 2020

都市計画マスタープラン等
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１．密集市街地の再生について（上位計画における位置づけ）

密集市街地は古い木造住宅が密集し、道路が狭く公園も不足しており、防災面や住環境な
ど様々な課題をかかえている。密集市街地の整備改善を一歩ずつ着実に進め、子どもや高齢
者など誰もが安全・安⼼で快適に暮らせる住みよいまちとして再⽣していくために、市⺠・
事業者・行政の協働と参画の取り組みの指針として策定

＜2025年までの目標＞
①防災面の向上
◆密集市街地再⽣優先地区において、広範囲に燃え広が
る危険性を解消する。

◆大火の恐れがある町丁目を、大火が⽣じにくい町丁目
にする。

◆狭い道路が多く避難や消火が困難な町丁目を、避難や
消火がしやすい町丁目にする。

②暮らしやすさや地域魅力の向上
◆市⺠・事業者・行政の共同と参画の取り組みにより、
地域の特色やコミュニティを⽣かした暮らしやすさや
地域魅力の向上をはかる。

密集市街地再生方針（2011年３月策定）
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密集市街地再生優先地区
（灘北⻄部）

【密集市街地再生優先地区】

１．密集市街地の再生について（上位計画における位置づけ）
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密集市街地総合防災事業区域



２．事業の概要（灘中央地区密集市街地総合防災事業）

④灘中央市場

③都市計画道路 灘中央筋線

②畑原市場第２期 ①畑原市場第１期

所在地：神⼾市灘区水道筋２・３丁目の各一部、 倉石通１・２丁目の各一部
面 積：2.64 ha

灘中央地区
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第１期

第２期

第１期

南 棟

北 棟

第２期

２．事業の概要 ①畑原市場第１期

１
2

１

2
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２．事業の概要 ①畑原市場第１期

主な経過
事業者決定 ：2012年４月
解体工事(42棟)：2012年11月〜 2013年３月
実施設計 ：2012年11月〜 2013年３月
建設工事 ：2013年９月〜 2016年３月
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計画内容
施 行 者 ： 地権者・事業代行者
総 事 業 費 ： 約 18 億円
延 床 面 積 ： 北棟 約 944 ㎡・南棟 約 7,708 ㎡
建 設 ⼾ 数 ： 99 ⼾



２．事業の概要 ②畑原市場第２期

第２期

１

１

市場内部
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２．事業の概要 ②畑原市場第２期

主な経過
事業者決定 ：2019年12月
店舗移転 ：2020年３月 〜 ５月
解体工事(34棟)：2020年５月 〜 12月
基本・実施設計：2020年５月 〜 2021年３月
建設工事 ：2022年１月 〜 2024年１月

計画内容
施 行 者 ： 地権者・事業代行者
総 事 業 費 ： 約 24 億円
延 床 面 積 ： 約 9,588 ㎡
建 設 ⼾ 数 ： 99 ⼾
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２．事業の概要 ③灘中央筋線
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２．事業の概要 ③灘中央筋線

計画内容
施 行 者 ： 神⼾市
総 事 業 費 ： 約 15 億円
整 備 内 容 ： 幅員８m×延⻑24ｍ

（現況幅員５ｍ）

主な経過
事業認可 ：2017年２月
用地買収 ：2016年度〜2020年度
詳細設計、地元・管理者協議

：2019年度〜2020年度
整備工事 ：2021年６月〜2022年３月
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２．事業の概要 ④灘中央市場

市場内部

市場入口
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２．事業の概要 ④灘中央市場

主な経過
2017〜2019年度 ：共同化に向けた勉強会等
2020〜2021年度 ：市場全体の共同建替から個別建替等の検討に方針を転換
2022年度 ：小規模共同化の検討を進めるも、地域から早期事業化は

困難との回答
（県の1/6補助「小規模再開発支援事業」は継続事業を除き廃止）

灘中央市場
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2023年度以降
・防災訓練などの防災イベント等を

継続し防災意識向上に努めている
・まちなか防災空地の整備と活用を

継続し延焼防止と市場の活性化を
図っている

防災空地
2018年度以降
５箇所整備



３．事業の経緯（スケジュール）

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

畑原市場
（第1期）

畑原市場
（第2期）

灘中央筋線

事業予定者ヒアリング
区域・設定要件の調整
合意形成

事業完了

事業認可手続

設計・除却 建築工事 事業完了

都計変更・事業認可取得

用地買収

道路詳細設計
地元・管理者協議

道路整備工事
事業完了

※2012~2015年度までは住宅市街地総合整備事業にて実施

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

灘中央市場
早期事業着手困難と判断
市場の防災性向上への取組共同化に向けた勉強会

防災空地整備

権利関係整理・利権者アンケート 個別建替に向けた検討

≈
≈

≈
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４．事業効果の検証

①防災面の向上（密集市街地の再生）

・不燃領域率による評価（燃え広がりにくいまちづくり）

②費用便益分析
・「事業全体の投資効率性」による評価

③貨幣換算が困難な効果
・防災意識の向上、住環境の改善

・地域魅力の向上
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４．事業効果の検証 ①防災面の向上(密集市街地の再生)

不燃領域率による評価（燃え広がりにくいまちづくり）
(不燃領域率とは）
・道路・公園などのオープンスペースや燃えにくい建物が占める割合
・不燃領域率が40％（簡便式は50％）以上になると、火災が発生した場合に

燃え広がる面積が大幅に抑制
・不燃領域率が70％以上に達すると、焼失率がほぼ０％

※密集市街地総合防災事業の区域を含む町丁目で計算

評価区域
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４．事業効果の検証 ①防災面の向上(密集市街地の再生)
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不燃領域率

事業なし
44 ％

事業あり
65 ％



４．事業効果の検証 ②費用便益分析（考え方）

「公共事業評価の費用対便益分析に関する技術指針（共通編）」（2009年6月 国土交通省）

B
費用便益比＝ ≧1.0

C

「住宅市街地総合整備事業費用対効果分析マニュアル」（2018年4月 国土交通省）

B（便益）with−without

費用便益分析は、事業全体の投資効率性※の両者による評価を実施
※ 事業を継続した場合（with）と実施しなかった場合（without）を比較

C（費用）with−without
・事業区域内と事業区域外に分けて計上

現在価値化 ・現在価値化を行うための割引率は４％とする
・現在価値化の基準年度は2025年度とする

19



４．事業効果の検証 ②主な便益（分譲収入）

畑原第１期分譲収入

専用床面積 6,893㎡

分譲総額 4,269百万円

畑原第２期分譲収入

専用床面積 7,487㎡

分譲総額 4,637百万円

※分譲価格は近傍同種の取引実績から算出。
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４．事業効果の検証 ②費用便益分析

費用（C） 11,391
住宅等整備費 5,975

用地費 3,393
維持管理費 2,022

便益（B） 12,506
事業区域内 12,506
事業区域外 0

事業全体の投資効率性

費用便益比（Ｂ/Ｃ） 1.10

（百万円）

基準値（B/C＝1.0）を上回っている
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・建設事業区域の土地価格（畑原市場第１期、第２期）
・道路拡幅用地の買収に要した費用（灘中央筋線）

・住宅等の賃貸による収益（畑原市場第１期、第２期）※２
・道路拡幅部の残存価値（灘中央筋線）※３

・建物建設に要した費用（畑原市場第１期、第２期）
・道路整備に要した費用（灘中央筋線）

・建物及び道路の維持管理に要する費用 ※１

※１評価対象期間終了まで
※２評価対象期間終了まで

分譲収益を賃料に換算
道路整備に伴う区域内便益は分譲収益に計上

※３評価対象期間終了後

評価対象期間は施設供用開始から47年間

「住宅市街地総合整備事業費用対効果分析マニュアル」に基づき評価

現
在
価
値
化



４．事業効果の検証 ③貨幣換算が困難な効果による評価

事業主体である「水道筋地域まちなか再生協議会」では、ワークショップの開催により地域
の未来像とその実現に向けた具体的な取り組みを検討した。
防災まちづくりの取り組みでは、畑原市場の整備により地域の防災意識が向上し防災訓練な
どのイベントが実施されているほか、灘中央市場においては老朽建築物の解体やまちなか防
災空地の整備を進めてきた。
地域魅力の向上や市場・商店街の活性化に向けては、まちあるきによる魅力発見やまちなか
防災空地を活用したイベントなどを開催している。
※まちなか防災空地

密集市街地において、火災などの延焼を防止するスペースの確保を目的に、災害時は
一時避難場所や消防活用用地などの防災活動の場、平時は広場やポケットパークなど
のコミュニティの場、として利用する空地（現在は「まちなか活用空地」に名称変更）

未来像検討ワークショップ まちあるきによる魅⼒発⾒
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建物除却⇒防災空地整備・活用



５．事業効果の検証結果

ハード整備⼀旦終了 ⇒ ⼀定の事業効果確認

① 防災面の向上 ・不燃領域率 44％ → 65%

② 費用便益分析
（ B / C ） ・事業全体 1.10 (≧1.00)

③ 貨幣換算が
困難な効果

・防災意識の向上、住環境の改善
・地域魅力の向上
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灘中央市場︓防災まちづくりへの⽀援を住宅市街地総合整備事業で継続
密集市街地総合防災事業は完了


